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生活困窮者自立支援法の検討について 
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○生活困窮者自立支援法（平成二十五年法律第百五号）附則 
（検討） 
第二条  政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行の状況を勘案し、生活困窮者に対する

自立の支援に関する措置の在り方について総合的に検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ
いて所要の措置を講ずるものとする。  

2014・2015年度 

集中改革期間 
2019 
年度 

2016年度 
2017 
年度 

2018 
年度 

 
 

年間新規相談
件数【2018年度
までに40万件】 
 
自立生活のため
のプラン作成件
数【2018年度ま
でに年間新規
相談件数の
50％】 
 
自立生活のため
のプランに就労
支援が盛り込ま
れた対象者数
【2018年度まで
にプラン作成
件数の60％】 
 
※本制度は
2015年4月に施
行されたもの
であるため、
施行状況を踏
まえてKPIにつ
いて2016年度
に再検討 

就労支援プラン対
象者のうち、就労し
た者及び就労によ
る収入が増加した
者の割合【2018年
度までに45％】 
 
生活困窮者自立支
援制度の利用によ
る就労者及び増収
者数増加効果【見
える化】 
 
任意の法定事業及
び法定外の任意事
業の自治体ごとの
実施状況【見える
化】 
 
※本制度は2015年
4月に施行された
ものであるため、
施行状況を踏まえ
て KPI に つ い て
2016年度に再検討 

通常国会 概算要求 
税制改正要望等 

年末 通常国会 

＜㊸生活困窮者自立支援制度の着実な推進＞ 

ＫＰＩ 
（第一階層） 

ＫＰＩ 
（第二階層） 

2020 
年度～ 

生活困窮者自立支援制度や求職者支援制度を効率的・効果的に運営する中で、就労・増収等を通じた自立を促進するため、地方自治体等において
対象者の状態に合わせて適切に求職者支援制度の利用を促す 

平成29（2017）年度の次期生活保護制度
の在り方の検討に合わせ、第２のセーフ
ティネットとしての生活困窮者自立支援制
度の在り方について、関係審議会等にお
いて検討し、検討の結果に基づいて必要
な措置を講ずる（法改正を要するものに
係る2018年通常国会への法案提出を含
む） 

◆経済・財政再生計画 改革工程表（平成２７年１２月２５日閣議報告）（抄） 

生
活
保
護
等 

≪主担当府省庁等≫ 

≪厚生労働省≫ 



生活困窮者自立支援法案に対する衆議院厚生労働委員会附帯決議 
（平成25年12月４日） 

○ 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、自立相談支援事業の相談窓口においては、相談者の困窮の状況に応じて生活保護制度の下
で生活再建を図ることも含め、最善の対応を行うよう指導を徹底すること。また、自立相談支援事
業の相談員が策定する自立支援計画については、生活困窮者本人の意向を十分に考慮すること
とし、その実施、評価、改善・修正が適切に行われるようにするとともに、実施の途上で自立支援計
画の実行が困難になった場合や、最低限度の生活が維持できないと判断された場合には、生活
保護への移行を促すことも含めた適切な対応を講ずるよう指導すること。 

二、自立相談支援事業の相談員については、その責務の一環として訪問支援にも積極的に取り組む
こととし、ケースワーカーや民生委員等、関係者間の連携と協力の下、生活困窮者に対し漏れのな
い支援を行うこと。また、そのために社会福祉士等の支援業務に精通する人員を十分に配置するこ
とを検討し、適切な措置を講ずること。 

三、生活困窮者は心身の不調、家族の問題等多様な問題を抱えている場合が多く、また、問題解決
のためには時間を要することから、個々の生活困窮者の事情、状況等に合わせ、包括的・継続的に
支えていく伴走型の個別的な支援のための体制を整備すること。 
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七、生活困窮者の自立支援に当たっては、常に住民の立場に立って相談・支援を行ってきた民生委
員・児童委員が最大限その役割を発揮できるように、必要な情報の提供や、研修の実施、関係機
関との効率的な連携等、民生委員・児童委員が活動しやすい環境整備を更に進めること。 

六、本法に規定された各種施策を実施する費用について、地方自治体の負担分を含め、財政上の
措置を適切に講ずるよう努めること。また、地方自治体における取組を通じて得られた好事例を広く
周知することにより、本法に規定された各種施策が着実かつ効果的に実施されるようにすること。 

五、いわゆる中間的就労である就労訓練事業の実施に当たっては、訓練を実施する事業者を適切に
認定するとともに、当該事業者と自立支援計画の実施責任者とが密接な連携を図り、個々の生活
困窮者の訓練実施、達成の状況などについての定期的な確認を行うよう適切な措置を講ずること。 

四、就労準備支援事業の実施に当たっては、対象者が生活困窮者であることに鑑み、求職者支援制
度を始めとする他の関連施策との整合性と連続性とを図る観点から、その生活の安定のための方
策について更に検討を行うこと。 
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生活困窮者自立支援法案に対する参議院厚生労働委員会附帯決議 
（平成25年11月12日） 

○ 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、自立相談支援事業の相談窓口においては、相談者の困窮の状況に応じて生活保護制度の下
で生活再建を図ることも含め、最善の対応を行うよう指導を徹底すること。また、自立相談支援事
業の相談員が策定する自立支援計画については、生活困窮者本人の意向を十分に考慮すること
とし、その実施、評価、改善・修正が適切に行われるようにするとともに、実施の途上で自立支援計
画の実行が困難になった場合や、最低限度の生活が維持できないと判断された場合には、生活
保護への移行を促すことも含めた適切な対応を講ずるよう指導すること。 

二、自立相談支援事業の相談員については、その責務の一環として訪問支援にも積極的に取り組む
こととし、ケースワーカーや民生委員等、関係者間の連携と協力の下、生活困窮者に対し漏れのな
い支援を行うこと。また、そのために支援業務に精通する人員を十分に配置することを検討し、適切
な措置を講ずること。 

三、生活困窮者は心身の不調、家族の問題等多様な問題を抱えている場合が多く、また、問題解決
のためには時間を要することから、個々の生活困窮者の事情、状況等に合わせ、包括的・継続的に
支えていく伴走型の個別的な支援のための体制を整備すること。 
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七、生活困窮者の自立支援に当たっては、常に住民の立場に立って相談・支援を行ってきた民生委
員・児童委員が最大限その役割を発揮できるように、必要な情報の提供や、研修の実施、関係機
関との効率的な連携等、民生委員・児童委員が活動しやすい環境整備を更に進めること。 

六、本法に規定された各種施策を実施する費用について、地方自治体の負担分を含め、財政上の
措置を適切に講ずるよう努めること。また、地方自治体における取組を通じて得られた好事例を広く
周知することにより、本法に規定された各種施策が着実かつ効果的に実施されるようにすること。 

五、いわゆる中間的就労である就労訓練事業の実施に当たっては、訓練を実施する事業者を適切に
認定するとともに、当該事業者と自立支援計画の実施責任者とが密接な連携を図り、個々の生活
困窮者の訓練実施、達成の状況などについての定期的な確認を行うよう適切な措置を講ずること。 

四、就労準備支援事業の実施に当たっては、対象者が生活困窮者であることに鑑み、求職者支援制
度を始めとする他の関連施策との整合性と連続性とを図る観点から、その生活の安定のための方
策について更に検討を行うこと。 
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検討の枠組みについて（予定） 

分野 これまでの政府方針等 当面の検討の場 

生活困窮者自
立支援のあり
方 

生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５
号）附則第２条、「経済・財政再生計画改革工程表」
（平成２７年１２月２４日経済財政諮問会議決定）に
基づく検討 

生活困窮者自立支援のあ
り方等に関する論点整理
のための検討会（本年１０
月～） 

地域における
相談体制構築
等に向けた検
討（地域共生
社会関連） 

「１億総活躍プラン」（平成２８年６月２日閣議決定）
に基づく検討 
※「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の 
 地域力ＷＧ関連事項 

地域における住民主体の
課題解決力強化・相談支
援体制の在り方に関する
検討会（本年１０月～） 

生活保護 ＜制度＞ 

生活保護法の一部を改正する法律（平成２５年法
律第１０４号）附則第２条、「経済・財政再生計画改
革工程表」（平成２７年１２月２４日経済財政諮問会
議決定）に基づく検討 

生活保護受給者の健康管
理支援等に関する検討会
（本年７月～）等 

＜基準＞ 

生活保護基準の検証手法の検討、検証の実施（検
証は５年に１度定期的に実施。次期検証は平成２９
年度。） 

社会保障審議会生活保護
基準部会（本年５月～） 
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 地域住民の参画と協働により、誰もが支え合う共生社会の実現 

４つの改革 

①福祉ニーズの多様化・複雑化 
 
 複合的な課題を有する場合や分野横
断的な対応等に課題 

    

〔制度ごとのサービス提供〕 
②高齢化の中で人口減少が進行 
 
 地域の実情に応じた体制整備や人
材確保が課題 

背景・課題 

○地域により 
 ・ワンストップ型 
 ・連携強化型 
 

○地域をフィールドに、 
  保健福祉と雇用や 
  農業、教育など 
  異分野とも連携 

による対応 
１ 包括的な相談から見立て、 
支援調整の組み立て＋資源開発 

２高齢、障害、児童等への総合的な支援の提供 

○ 多世代交流・多機能型の福祉拠点の整備推進 

 ・ 運営ノウハウの共有 

 ・ 規制緩和の検討   等 

○ １を通じた総合的な支援の提供 

４ 総合的な人材の育成・確保 

○ １を可能とするコーディネート人材の育成 

○ 福祉分野横断的な研修の実施 

○ 人材の移動促進  等 

３ 効果的・効率的なサービス提供のための生産性向上 

○ 先進的な技術等を用いたサービス提供手法の効率化 

○ 業務の流れの見直しなど効率的なサービスの促進 

○ 人材の機能分化など良質で効果的なサービスの促進 等 

高齢者 障害者 子ども 

介護 

サービス 
障害福祉
サービス 

子育て 
支援 

引きこもり 
障害のある困窮者 
若年認知症 

難病患者・がん患者 
        など 

高齢者 障害者 子ども 

新しい支援体制を支える環境の整備 

新しい地域包括支援体制 

〔包括的な相談支援システム〕 

（参考）～新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン（平成２７年９月）～ 

サービス提供のほ
か地域づくりの拠点
としても活用 

誰もがその
ニーズに合っ
た支援を受け
られる地域づ

くり 
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（参考）多機関の協働による包括的支援体制構築事業 

○ 福祉ニーズの多様化・複雑化を踏まえ、単独の相談機関では十分に対応できない、いわゆる「制度の狭間」の課題の解決を図る観点から、複合的
な課題を抱える者等に対する包括的な支援システムを構築するとともに、高齢者などのボランティア等と協働し、地域に必要とされる社会資源を創
出する取組をモデル的に実施する。 

 

○ 具体的には、市区町村が実施主体となって、地域の中核となる相談機関を中心に、以下の取組を行う。 
 ① 相談者が複数の相談機関に行かなくても、複合的な悩みを総合的かつ円滑に相談できる体制を整備するとともに、 
 ② 相談者本人が抱える課題のみならず、世帯全体が抱える課題を把握し、 
 ③ 多機関・多分野の関係者が話し合う会議を開催するなど、その抱える課題に応じた支援が包括的に提供されるよう必要な調整を行うほか、 
 ④ 地域に不足する社会資源の創出を図る。 

壮年の引きこもりと老
親が地域で孤立 

若年性認知症や 
高次脳機能障害 

障害のある生活困窮者 

難病患者・がん患者の
就労支援 

【地域の中で複合的な課題を抱える要援護者】 

「制度の狭間」の課題 

ボランティア等と協働した新たな社会資源の創出 

地域包括支援センター 

障害者相談支援事業所 

福祉事務所 児童相談所 

雇用関係機関 

教育関係機関 
医療関係機関 

農業関係機関 

司法関係機関 

○福祉のみならず、多機関・多分野に渡
る支援機関のネットワーク構築と、支
援内容の調整 

地域における包括的な相談支援システムの構築 

【地域の企業等】 
【自主財源の確保】 

【新たな社会資源の創出】 

生活援助 
地域交流 

見守り 

○自主財源を原資としつつ、ボラン
ティア等と協働し、相談者に必要
な支援を創出 

○寄付等の働きかけ 

○アウトリーチを含む包括
的な相談対応と、世帯全
体のニーズの総合的なア
セスメント・必要な支援
のコーディネート 

【自立相談支援事業等の地域の中核的な相談機関】 【地域に不足する資源の検討】 

上記のモデル的取組を通じ、ノウハウ等を集積し、これらを横展開することを通じて、誰もが安心して 
身近な地域で暮らせるよう、全国各地で包括的な相談支援システムを構築していくことを目指す。 

【市町村等】 

＋ 

民
間
へ委
託 

○事業の進捗管理
と関係機関の連
携体制の構築を
支援 

28’予算5億円 
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安心した生活（地域課題の解決力強化と医療・福祉人材の活用） 

⑨ 地域共生社会の実現 
介護離職 
ゼロの実現 

【国民生活における課題】 

高齢、障害、児童等の対象者ごとに充実さ
せてきた福祉サービスについて、複合化す
るニーズへの対応を強化することが必要。 

医療・福祉人材の確保に向けて、新たな資
格者の養成のみならず、潜在有資格者の人
材活用が必要。また、これにより、他の高
付加価値産業における人材確保を同時に達
成することが必要。 

・有資格者のうち資格に係る専門分野で就業し
ていない者の割合： 

 保育士 約６割（2015年度・推計） 
 介護福祉士 約４割（2013年度・推計） 

【今後の対応の方向性】 

支え手側と受け手側が常に固定しているのではなく、皆が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域社会の実現
を目指す。あわせて、寄附文化を醸成し、NPOとの連携や民間資金の活用を図る。また、支援の対象者ごとに縦割りとなってい
る福祉サービスの相互利用等を進めるとともに、一人の人材が複数の専門資格を取得しやすいようにする。 

【具体的な施策】 

・地域包括支援センター、社会福祉協議会、地域に根ざした活動を行うNPOなどが中心となって、小中学校区等の住民に
身近な圏域で、住民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる体制づくりを支援し、2020年～2025年を目途に全国
展開を図る。その際、社会福祉法人の地域における公益的な活動との連携も図る。 

・多様な活躍、就労の場づくりを推進するため、公共的な地域活動やソーシャルビジネスなどの環境整備を進める。 

・共助の活動への多様な担い手の参画と活動の活発化のために、寄附文化の醸成に向けた取組を推進する。 

・高齢者、障害者、児童等の福祉サービスについて、設置基準、人員配置基準の見直しや報酬体系の見直しを検討し、
高齢者、障害者、児童等が相互に又は一体的に利用しやすくなるようにする。 

・育児、介護、障害、貧困、さらには育児と介護に同時に直面する家庭など、世帯全体の複合化・複雑化した課題を受
け止める、市町村における総合的な相談支援体制作りを進め、2020年～2025年を目途に全国展開を図る。 

・医療、介護、福祉の専門資格について、複数資格に共通の基礎課程を設け、一人の人材が複数の資格を取得しやすい
ようにすることを検討する。 

・医療、福祉の業務独占資格の業務範囲について、現場で効率的、効果的なサービス提供が進むよう、見直しを行う。 

 
2015 
年度 

2016 
年度 

2017 
年度 

2018 
年度 

2019 
年度 

2020 
年度 

2021 
年度 

2022 
年度 

2023 
年度 

2024 
年度 

2025 
年度 

2026 
年度以降 

指標 

2020年～2025年
を目途に： 
地域課題の解決
力を強化する体
制 全国展開 
総合的な相談支
援体制 全国展
開 
 
2021年度： 
新たな共通の基
礎課程の実施 

設備・人員基準や 
報酬体系の 
見直しを検討 

各地域における体制の確立・充実 

検討結果を 
踏まえた 
対応を実施 

地域課題の 
解決力の強化／ 
福祉サービスの 
一体的提供／ 
総合的な 

相談支援体制づくり 

各資格の 
履修内容に 
関する研究 

医療、介護、福祉の 
専門資格における 
共通の基礎課程の 

検討・ 
業務独占資格の 
対象範囲の見直し 

資格所持による履修期間短縮について、 
資格ごとに検討・結論。 

可能な資格から履修期間短縮を実施 

介護福祉士と 
准看護師相互の 

単位認定について検討 

単位認定拡大について、資格ごとに検討・結論。 
可能な資格から単位認定を実施 

可能な資格から履修期間短縮を実施 
※共通の基礎課程創設後も、既取得者に適用 

業務独占資格の業務範囲の見直しを継続的に検討・実施 

相談支援体制づくりと地域課題の解決力強化について、 
モデル事業等を数年間実施する中で制度化を検討 

 
 

誰
も
が
支
え
合
う
地
域
の
構
築
に
向
け
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
実
現 

 
 
―

新
た
な
時
代
に
対
応
し
た
福
祉
の
提
供
ビ
ジ
ョ
ン―

 
 
 

（
平
成
27
年
9
月
17
日
・
厚
生
労
働
省
） 

新たな共通の基礎課程の具体案について検討・結論 
新たな共通の基礎課程の実施 

※共通の基礎課程が一部資格にとどまる場合には、 
資格の範囲の拡大について継続検討・順次実施 

福祉系国家資格を 
有する者に対する 
保育士養成課程・ 
保育士試験科目の 

一部免除について検討 

福祉サービスの 
一体的な提供に 

ついて 
運用上の対応が 
可能な事項の 

ガイドラインを整備 

年度 

施策 

（参考） 
「一億総活躍プラン」より抜粋 
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（参考）「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部について（平成28年7月15日設置） 

 
 地域共生社会の実現に向けた検討を加速化させるため、「他人事」になりがちな地域づくりを地域住民が「我が事」
として主体的に取り組む仕組みや市町村による地域づくりの取組の支援、「丸ごと」の総合相談支援の体制整備、対象
者ごとに整備された「縦割り」の公的福祉サービスを「丸ごと」へと転換していくためのサービスや専門人材の養成課
程の改革等について、省内の縦割りを排して部局横断的に幅広く検討を行う「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部
を設置する。 

本部長  ：厚生労働大臣                  本部長代行：厚生労働副大臣 

本部長代理：厚生労働大臣政務官               本部長補佐：厚生労働大臣補佐官、総合政策参与   

副本部長 ：厚生労働事務次官、厚生労働審議官、大臣官房長、大臣官房総括審議官（国会担当） 

本部員  ：関係部局長 

「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部 

 
主な検討課題 
住民主体の地域コミュニティづくり 
主査 
大臣官房審議官（社会・援護・人道
調査担当） 

主な検討課題 
公的福祉サービスや計画の総合化・包
括化 
主査 
大臣官房審議官（医療介護連携担当） 

趣旨 

地域力強化WG 公的サービス改革WG 専門人材WG 

体制図 

主な検討課題 
医療、福祉分野の専門人材の共通課程
の創設など 
主査 
大臣官房審議官（医療介護連携担当） 

 
 平成29年の介護保険法の法改正、30年度・33年度の介護・障害福祉の報酬改定、さらには30年度に予定されている
生活困窮者自立支援制度の見直しに向けて、幅広く検討を行う。 

検討スケジュール 

10 



（参考）「地域共生社会」実現の全体像イメージ（たたき台） 

・住民主体による地域課題の解決力
強化・体制づくり 

 
・市町村による包括的な相談支援体
制の整備 

 

・地域づくりの総合化・包括化（地域
支援事業の一体的実施と財源の確
保） 

 

・地域福祉計画の充実、各種計画の
総合化・包括化 

  等 
 

“我が事” “丸ごと” 

 
・公的福祉サービスの総合化・
包括化（基準該当サービスの
改善、共生型の報酬・基準の
整備） 

 
・専門人材のキャリアパスの複
線化（医療・福祉資格に共通
の基礎課程の創設、資格所
持による履修期間の短縮、複
数資格間の単位認定の拡
大） 

 
 等 

 
 

・地域共生社会の理念の共有化 
・国、自治体、社会福祉法人、住民の責務と行動 

我が事・丸ごとの地域づくり サービス・専門人材の丸ごと化 

11 



（参考）地域における住民主体の課題解決・包括的な相談支援体制のイメージ 
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市
町
村 

小
中
学
校
区 

地域では解決できない課題 

民生委員・児童委員 

地域課題の把握 地域活動を行う人材の発掘、育成  
 → 生涯現役社会の実現 

地域活動を行う地区社協、福祉委員会等 

ご近所、自治会 

地域の社会資源 
（ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｻｰﾋﾞｽ等） 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、PTA、老人ｸﾗﾌﾞ、子ども会、NPO 等 

様々な課題を抱える住民 
（生活困窮、障害、認知症等） 

相互連携／生活支援コーディネーター、CSW等による
バックアップ（住民による地域活動の体制強化） 

雇用 

児童 

障害 

高齢 

福祉のみならず、多機関・
多分野に渡る支援機関の
ネットワーク構築。支援内
容の調整等 

包括的・総合的な 
相談支援体制の確立 

Ａ地区 

生活困窮 

 地域包括支援センター、社会福祉
協議会、地域に根差した活動を行う
NPOなどが中心となって、小中学校
区等の住民に身近な圏域で、住民
が主体的に地域課題を把握して解
決を試みる体制づくりを支援し、
2020年～2025年を目途に全国展開
を図る。その際、社会福祉法人の地
域における公益的な活動との連携も
図る。 
 
 共助の活動への多様な担い手の
参画と活動の活発化のために、寄附
文化の醸成に向けた取組を推進す
る。 

（平
成
28
年
6
月
２
日
閣
議
決
定
） 

ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン  育児、介護、障害、貧困、さらには

育児と介護に同時に直面する家庭
など、世帯全体の複合化・複雑化し
た課題を受け止める、市町村におけ
る総合的な相談支援体制作りを進め、
2020年～2025年を目途に全国展開
を図る。 

相談支援包括化推進員※ 

※平成28年度モデル

事業（多機関の協働に
よる包括的支援体制
構築事業）で実施 



（参考）生活保護法の検討について 

○生活保護法の一部を改正する法律（平成二十五年法律第百四号）附則 
（検討） 
第二条  政府は、この法律の施行後五年を目途として、第一条及び第二条の規定による改正後の生活保護法の規定の施行

の状況を勘案し、同法の規定に基づく規制の在り方について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて
必要な措置を講ずるものとする。  

◆経済・財政再生計画 改革工程表（平成２７年１２月２５日閣議報告） 
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2014・2015年度 
集中改革期間 2019 

年度 2016年度 2017年度 2018年度 

就労支援事業等
の参加率【2018
年 度 ま で に
60％】 
 
※就労可能な者
に関する就労状
況や支援状況等
についてデータ
を収集し、順次
見える化を進め
た上で、KPIに
ついては、2016
年度に再検討 
 
医療扶助の適正
化に向けた自治
体における後発
医薬品使用促進
計画の策定率
【100％】 
 
頻回受診対策を
実施する自治体
【100％】 
 

就労支援事業等に参加した者のうち、
就労した者及び就労による収入が増加
した者の割合【2018年度までに50%】 

「その他世帯」の就労率（就労者のいる
世帯の割合）【2018年度までに45%】 

就労支援事業等を通じた脱却率【見
える化】 

就労支援事業等の自治体ごとの取組
状況【見える化】 

「その他世帯」の就労率等の自治体ご
との状況【見える化】 

※就労可能な者に関する就労状況や
支援状況等についてデータを収集し、
順次見える化を進めた上で、KPIに
ついては、2016年度に再検討 

生活保護受給者の後発医薬品の使用
割合【2017年央までに75％。2017年
央において、医療全体の目標の達成
時期の決定状況等を踏まえ、80％以
上とする時期について、2018年度と
することを基本として、具体的に決
定する】 

頻回受診者に対する適正受診指導に
よる改善者数割合【目標値については、
指導の対象者の範囲等を再検討し、
2016年度に決定】 

生活保護受給者一人当たり医療扶助
の地域差【見える化】 

後発医薬品の使用割合の地域差【見
える化】 

通常国会 概算要求 
税制改正要望等 

年末 通常国会 

2020 
年度～ 

≪主担当府省庁等≫ 

生活保護からの就労・増収等を通じた脱却を促進するため、就労支援を着実に実施しつつ、
各種制度について、効率的かつ効果的なものとなるよう、就労意欲の向上の観点等を踏まえ
て不断に見直し、生活保護制度の適正化を推進 

平成29（2017）年度の次
期生活扶助基準の検証
に合わせ、自立支援の推
進等の観点から、生活保
護制度全般について検討
し、検討の結果に基づい
て必要な措置を講ずる
（法改正を要するものに
係る2018年通常国会への
法案提出を含む） 

頻回受診等に係る適正受診指導の徹底等による医療扶助の適正化を推進 

生活保護受給者の後発医薬品の使用割合について、2017年央までに75％とするとともに、2017年央において、医療全体の目標の達
成時期の決定状況等を踏まえ、80％以上とする時期について、2018年度とすることを基本として、具体的に決定する 

＜㊷平成29年度の次期生活扶助基準の検証に合わせた年齢、世帯類型、地域実態等を踏まえた真に必要
な保護の在り方や更なる自立促進のための施策等、制度全般について予断なく検討し、必要な見直し＞ 

生活保護受給者に対する健康管理支援の在り方を検討 

＜㊵就労支援を通じた保護脱却の推進のためのインセンティブ付けの検討など自立支援に十分取り組む＞ 

＜㊶生活保護の適用ルールの確実かつ適正な運用、医療扶助をはじめとする生活保護制度の更なる適正化＞ 

ＫＰＩ 
（第一階層） 

ＫＰＩ 
（第二階層） 

生
活
保
護
等 

≪厚生労働省≫ 


